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論文内容の要旨

1.問題の所在

閤際平和活動は、 DDR(Disarmament， Demobilization， and Reintegration)に関連する問題に対してどのような

対応が求められているのであろうか。その中でも平和維持から平和構築へとつながる支援を求められる DDRの効果

的実筋のためには、どのような条件を整えていけばよいのであろうか。あるいはそうした条件を満たすためのメカニ

ズムを見出すことは可能であろうか。

2.本稿の医的

本稿の閥的は、国際平和活動の中でも、平和維持と平和構築とに直接関係する DDRが、これら双方の接合的連動

を促すために、どのようなメカニズムを整えたらよいのかという点を明らかにすることである。

3.分析手法

|調際平和活動における DDRの位置づけを明らかにした上で、本稿で示す rDDRメカニズムjに基づき、国連PKO

対象聞における DDR活動の状況を分析・評備する。 rDDRメカニズムJとは、国際平和活動の中でも DDRを推進

すると考えられる 4つの関連条件ーーすなわち和平合意・ガパナンス制度・(治安/安全保樟上の)安定化・経済社会

開発一ーを満たすための国際平和活動をインプットとして捉え、これに対するアウトプットとしての rDDRの成功J

を導くための装置のことを指す。このメカニズムが、 DDR活動の直接的手段となる平和維持と平和構築とのつなが

りを強闘にし、複合的な連動を引き起こすことを仮定する。ここでいう「複合的連動」とは、すなわち平和維持と

和構築とを複合的につなげるために、 DDRが結節点、となって平和維持と平和構築とを動かしていく状態一ーすなわ

ち連動すること一ーをイメージしている。

4. 論文の内容と構成

本稿は序論と結論との潤に5つの章を設けている。

第1章では、 DDRとは侭かについて詳細を示し、 DDRに関するこれまでの主要な先行研究を検討する。

第2主誌では、国際平和活動における DDRの位置づけを行う。そのために、これまでの国際平和活動の経緯と、こ
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れらに対する議論を概観する。さらには平和維持と DDR、平和構築と DDRとのそれぞれの関係について暁らかにし、

DDRが平和維持と平和構築との結節点、になりうることを見出す。

第3主主では、既に分析手法の項自で示した通り、本稿の分析枠組みとしての iDDRメカニズムJを提示する(以

下、第4章および第5章で行う実証分析の基礎となっている)。

第4章では、まず iDDRJあるいは「武装解除Jのマンデートを明記した間違PKOを列挙する。その上で、 1990

年代の国連PKOの対象国を中心に、各事例の DDRに関する検証を行い、 DDRメカニズムによる一定の評価を試み

る。第4章で扱う事例は、 DDRの制度化にとって発展段階のものばかりである。その点、これらの事例を通じ、今

や iDDRJ として定着するように至ったその意義を国際社会が見出すまでの変遷を見ることが可能となろう。

第5主主では、 2000年以降の調連 PKOの対象屈を中心に DDRの状況を検証し、 DDRメカニズムを通じた評価を

行う。 DDRが国連 PKOのマンデート化につながったのは、 1999年の終わりに由連安保理による派遣決定を受けた

シエラレオネを対象にした密連PKOからである。国連安保理において 由連 PKOにDDRのマンデートを盛り込む

ことの重要性が提起されたのはまさにその頃で、あった。以後、 DDRは、国連PKOのマンデ…トの枠内で具体化され

ていき、かつ国連 PKO以外の国際主体(多国籍軍、地域機関など)によってもその活動内容として配慮されてきて

いる。そこでは、国際社会による重趨的な取り組みが、 DDRを巡って行われてきた事例の中で見受けられる。この

第5意では、前章の事例が経験した教訓をもとに生かされてきているこうした点も指摘されよう。

庄誼

第1章 DDRとは何か…先行研究の検討

(第1項)DDRの定義

(第2項)DDRへの関心の高まり

(第3項)小型武器問題-DDRと双子の関係

(第4項)DDRの先行研究

第2章 国際平和活動における DDRの位農づけ一平和維持と平和構築との結節点

(第 1項)罰i際平和活動の展開

(第2項)平和維持と平和構築とをつなぐDDR

第3章 分析枠組みの構築-DDRメカニズム

(第1項)DDRメカニズムの要素

(第2頃)盟際平和活動と DDRメカニズム

第4章 1990年代の国連PKO対象国と DDRの発展

(第1項)国連PKOとDDR

(第z項)事例研究;1990年代を中心に

(第3項)DDRメカニズムによる評価

第5章 2000年以降の関連PKO対象閣と DDRの定着

(第1項)事例研究;2000年以降を中心に

(第2項)DDRメカニズムによる評価

そ士苦L>.
耳、口日間

5 結論

本稿の示すDDRメカニズムを確保することで、 DDRを成功に導き、その結果、 DDR活動の直接的な手段となる

平和維持と平和構築との複合的連動を促すことが明確になった。また、 DDRメカニズム(和平合意・ガパナンス制

度・(治安/安全保障上の)安定化・経済社会開発)の確保のために、国襟平和活動におけるどのような手段(紛争予

防・平和創造・平和維持・平和強制・平和構築)のオプションを用いたらよいのかという聞いについても明らかにし

た。 DDRは、平和維持と平和構築の阿方の手段によって構成されることを明確にしていたが、 DDRメカニズムの確

保には、場合によっては平和維持や平和構築以外の国際平和活動の諸手段もオプションとして必要であることが確認

できた。したがって、 DDRにおける平和維持と平和構築との複合的連動を引き起こすためには、すなわち、 DDRを
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成功させるには、 DDRメカニズムを確保するための調際平和活動の諸手段を正しく講じる必要があった。

6.論文の意義と創造性

本稿は、国際平和活動の研究、由連PKO研究、 DDR研究を促進する次の3つの点で、有意義である。第1に、国際

平和活動の具体的プログラムに焦点を当て、 を加えている分析は少ない。その意味で、国際平和活動における

DDRといった個別研究を提示することには;章義がある。第2に、 DDRに焦点を当てた研究をする場合には、

PKOのマンデ…トとその実践に注目する必要があるが、この側面に集中的に分析を試行した DDR研究はこれまでに

類を見なし、。そして第3に、新たに DDRメカニズムとして、インプットとしての国際平和活動と、アウトプットと

しての DDRの成功との関連でひとつのメカニズムを主張した点である。こうしたメカニズ、ムを確保する中で、 DDR

が結節点となって平和維持と平和構築とのつながりを強闘にし、双方の複合的連動を促進することを明らかにした。

論文審査の結果の要旨

本論文は、今日の世界の各地で見られる武力紛争が終結lこ持ち込まれ、和平合意が締結された後、現地の平和を定

させるための重要な活動の一つである DDR(元戦闘員の武装解斡・動員解除・社会得統合)のプロセスの効果的

な実施のための条件を分析したものである。具体的には、 1990年代以降今日まで、主に国連平和維持活動 (PKO)

のマンデートのなかで、発展してきた DDR関連の事業について、関連のすべての国連安保理決議と活動の実例 15件を

取り上げ、丹念に検討した労作である。先行研究にも十分にあたり、 DDRの成功の条件を、(1)当該事例にかかる和

王手合意の内容、 該国における正当なガパナンス制度の構築、 (3)治安/安全保障上の安定化の確保、 (4)経済社会開発

に向けたプログラムを総合した rDDRメカニズムj のモデルのなかに見出し、こうした条件を満たす努力がし、かに

なされたか(なされなかったか)を縮かく分析している。

一般には国連 PKOの一環と捉えられている DDR活動が、紛争後の平和構築の成功にも密接に結びっく、むしろ

結節点であるとする新しい視点を本論文は指摘する。そして、従来は継続的に考えられ、実施されることの多かった

平和維持活動と平和構築活動とを「複合的に連動Jさせるための一つの軸として DDR活動を捉えて考察していると

ころも本論文の震要な指摘である。

本論文は序論に続く Sつの章と結論より構成される。

調際社会の諸主体(国家、悶捺機関、 NGOなど)が人道的な危機をもたらす紛争や暴力さとなくし、平和という理

念を共有できる安定した社会を構築する目的で、実施する行動の総体を「国際平和活動」と定義し、そのなかでの DDR

の役割の重要性を指摘する序章に続き、第 1主主では、 DDR(こ関する先行研究をあたり、 DDRの定義や小型武器開題

との関係などを説明する。

第2章では、国連システムにおける国際平和活動の展開と、そのなかでもとりわけ平和維持と平和構築と呼ばれる

活動の展開が詳説され、本論文の主眼である DDRが平和維持と平和構築というこつの重要な活動の結節点に位置づ

けらjもることを明{擦にした。

第3章は、 DDR活動をより詳細に分析・評価するための枠組み (DDRメカニズム)を提示する。すなわち、 DDR

を成功に持ち込むには、具体的に DDRに関連する和平合意、ガパナンス制度、安定化、社会経済開発の各要素のど

の部分に力点、を罷き、総合的かっ各要素足IJにいかなる政策的手段をとることが必要なのか、を暁らかにしている。

第4章と第S主主は事例研究である。まず、第4霊安では 1990年代、いまだ rDDRJと必ずしも称されることはなく

ても、紛争後の社会における平和を実現するため、元戦闘員の武装解除、動員解除、社会再統合に関連した活動が罰

連PKOのなかで発展してし、く過程での8例を取り上げている。第5章では、 1999年シエラレオネでの PKOでDDR

が盟連PKOの本格的なマンデ…トとして実施されて以降の7例を取り上げた。いずれも第3章の分析枠組みにより、

DDRの活動実績が評価(総合評価及び要素別評価)され、成否の教訓を明らかにしている。

本論文は、紛争の再発前止の鍵となる DDR について、国連 PKO の枠内で、の活動すべての展開や成者の教~JII につ

いて政策的見地から行なわれた初の研究であり、かっきわめて質の高い研究として博士(国際公共政策)の学位を授

与する価値があると判断した。
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